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■ 要 旨 ■ 

ケータイの番号やメールアドレス、ソーシャルメディアの ID といった記号は、今日、オン・オフい

ずれのつながりでも、自分と他者とをつなぐ中心的役割を負っているが、その扱いは時代の状況に

応じて変化してきている。MNP の普及や各キャリアの迷惑メール対策の拡充といった状況の変化

は、機種変時期の番号乗り換えをやキャリアメールのアドレス定期変更といった習慣を変え、近年

では、携帯電話番号がオンライン・サービスでの本人認証のカギになる局面も増えてきた。本報告

では、大学生を対象としたアンケート結果を中心に、オンライン・コミュニケーションで「私」を表すケ

ータイの電話番号などの記号群を人びとがどのように扱っているかについて確認・考察した結果を

報告するとともに、スマートフォンが主役となりつつある今日のネット社会において、ユーザーが個

人関連情報を管理していく際に気をつけるべき点に関する考察を行っていく。 
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■ 問題意識 ■ 

携帯電話や PHS といった移動体通信の利用が私たちの生活に普及し始めてから 20 年の時が

経過し、今日、携帯電話は私たちの代表的なコミュニケーション手段として欠かせない存在になっ

た。また、携帯電話の SMS が各種オンライン・サービスの利用登録時などにおける本人確認のカ

ギになるなど、移動体通信は今日、単なるコミュニケーション窓口のひとつという枠を超えて、私た

ちの生活に深くかかわる存在になってきている。こうした動きの背景には、2005 年 4 月に成立した

携帯電話不正利用防止法や、翌 2006 年秋に開始された番号ポータビリティ（MNP）制度などによ

って、移動体通信の利用契約に係る匿名性が排除されてきたことが大きく影響していると考えられ

るが、移動体通信と個人との関わり方・結びつきについては、そうした制度的な背景だけでなく、利

用者自身の意識のあり方が少なからぬ影響を持っている。 

ケータイ利用の 20 年を振り返ってみると、移動体通信の端末が個人と各自のプライバシーに関

わる存在だという意識自体は、移動体通信の利用が一般化した 1990 年代の後半からずっと変わら

ない意識として見出せる。しかし、個々の移動体通信端末にアクセスするために必要な携帯電話

の番号やキャリアメールのアドレスといった記号の扱いは、時代時代の社会的・制度的状況に応じ

て変転してきた。本報告は、今の学生が携帯電話の番号やその他各種の自分につながる記号群

をどのように扱っているのかを、学生へのアンケート調査を手がかりにして確認し、そこから、スマー

トフォンが主役となりつつある今日のネット社会における、個人関連情報の管理について考察する

ものである。 

■ 移動体通信端末の販売方式の変遷と各種アドレスの扱い ■ 

2005年 4月に成立した携帯電話不正利用防止法は、いわゆる「とばし」ケータイの問題に対処し、

携帯電話の悪用を抑制するために制定されたものである。総務省による説明（「携帯電話の犯罪

利用の防止」http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/050526_1.html）には、「携

帯音声通信事業者（携帯電話事業者及びPHS事業者）に対し、携帯電話等（携帯電話及びPHS）

の契約締結時及び譲渡時に、契約者の本人確認を義務付けること」、「契約者が、本人確認の際

に虚偽の氏名等を申告することを処罰の対象とすること」「携帯音声通信事業者に無断で、業とし

て有償で通話可能な携帯電話等を譲渡することを処罰の対象とすること」「自己が契約者となって

いない通話可能な携帯電話等を譲り渡し又は譲り受けることを処罰の対象とすること」「相手方の氏

名等を確認せずに、業として有償で通話可能な携帯電話等を貸与することを処罰の対象とするこ

と」「通話可能な携帯電話等が一定の犯罪に利用された場合等において、警察署長からの求めを

受けて、携帯音声通信事業者が契約者の確認を行うことができること」「携帯音声通信事業者は、

契約者が本人確認に応じない場合等には役務の提供を拒むことができること」がこの法律の概要と

してまとめられており、2008 年の改正で、携帯電話の貸与業者、つまり、プリペイド式のケータイ事

業や SIM カードに対しても、「運転免許証等の身分証を確認することによる契約者の本人確認」が

義務づけられたことが併せてまとめられている。 



 

 

この法律が制定されるまで、移動体通信の利用では、「新規０円」方式を利用して、短い期間で

次々に契約を解約し新規契約で新しい機種へ乗り換えることが広く一般に慣行化していて、個人

のケータイ番号が周期的に変わることは、そう珍しいことではなかった。また、2000 年代には、キャリ

アメール宛に大量の迷惑メールが発信されていた背景から、メールアドレスもなるべく長い文字列

のものを定期的に変更していくという運用が一般的だった。こうした背景から、普及期の移動体通

信利用では、携帯電話の番号やメールアドレスを初見の相手にも気軽に開示できる手軽な連絡窓

口として利用し、問題が生じたら逐次新しいものに交換してしまうという使い方が一般化していた。

実際、2000 年代前半の若者のケータイ利用では、相手との親密さはさておいてとりあえずメルアド

かケー番を交換しておき、定期的な契約変更にあわせて人間関係の整理を行うといった、ある種ド

ライな運用が行われていた。 

しかし、こうした番号乗換えの簡便さは、振り込め詐欺に代表される犯罪活動への携帯電話の悪

用という弊害を生み、その対策として携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携

帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律（いわゆる携帯電話不正利用防止法）が制定

され、2006年 4月に完全施行されることになった。このことや、2007年に総務省が携帯事業者に対

して行った端末販売制度の指導によって、携帯電話端末の販売モデルがインセンティブモデルか

ら割賦制度へ切り替わったことが影響して、2000 年代後半以降、ケータイの電話番号の乗換え頻

度は鈍化していくことになる。また、2006 年秋に開始された番号ポータビリティ（MNP）制度の登場

も、ケータイの電話番号乗換えを鈍化させることに一定の役割を担ってきたと言えるだろう。サービ

ス導入当初は、若年層を中心とした「番号を引き継ぐ必要性を感じない層」が一定数存在したこと

などもあって MNP の利用者数はあまり大きな伸びを見せていなかったが、2010 年代に入り、契約

総数の飽和が目立つようになったことで、MNP での転入にキャッシュバックを行う形での契約者の

奪い合いが発生し、このことが結果的に同じ電話番号を使い続ける層を拡大することになっている。

キャリアメールについても、2002 年に制定・施行された「特定電子メールの送信の適正化等に関す

る法律」（迷惑メール防止法）以降、継続的に検討・実施されている迷惑メール対策や、業者側の

力点の SNS やソーシャルメディアへの移行といった要因によって、端末に到達・表示される迷惑メ

ールが減少してきたことから、2000 年代後半には、以前のように長大な文字列のアドレスを定期的

に切り替えていくのではなく、わかりやすいメールアドレスを継続的に利用するという傾向が強まっ

てきた。現在では、スマートフォンの普及と LINE に代表されるメッセージサービスの台頭により、キ

ャリアメールの利用そのものが衰退傾向にあるが、社会制度的な変化と要請を背景に、2007 年前

後を分岐点として、移動体通信を呼び出す各種の番号やアドレスが個人と密接に紐付けられる傾

向が増加してきたことが、歴史的にうかがえる。 

■ アンケートによる大学生の意識の確認 ■ 

こうした状況を踏まえて、昨年秋期に、複数の大学で情報リテラシー関連の講義を受講している

1 年生の女子大学生を対象として、予備調査的に実施したアンケートを行ったところ、118 名から、

以下のような回答が得られた。 



 

 

各々が現在使用中の携帯電話番号の利用年数を尋ねたところ、1年以内が 18名、1～2年が 34

名、2～3 年が 12 名、3～4 年が 19 名、4～5 年が 8 名、5～6 年が 11 名、6～8 年が 12 名で、8～

10 年、および、10～15 年の者がそれぞれ 2 名という結果になった。浪人期間の有無を尋ね忘れた

ので概算になるが、回答者の 50%強が高校時代から、25%強が中学時代からケータイ番号を引き

継いでいて、中学進学以前からの継続利用者も 4名ほど存在するという結果になる。継続年数が 1

年以内の者のうち、番号変更・機種変更・キャリア変更のいずれも行っていないと回答した 9 名は、

大学に進学するまで携帯電話を所有していなかった者だと考えられる。 

※最初に契約した携帯番号を変更することなく使い続けている者を表にまとめると以下のようになる。 

携帯番号 
継続年数 

番号未変更 
集計 機種未変更 機種変更 1 回 

MNP：未 MNP：1 回 MNP：未 MNP：1 回 
1 年以内  9 名  0 名  2 名  1 名  12 名 
1～2 年  15 名  0 名  5 名  0 名  20 名 
2～3 年  2 名  0 名  0 名  1 名  3 名 
3～4 年  11 名  0 名  1 名  0 名  12 名 
4～5 年  2 名  2 名  0 名  0 名  4 名 
5～6 年  7 名  0 名  1 名  0 名  8 名 
6～8 年  8 名  0 名  2 名  1 名  11 名 
8～10 年  1 名  0 名  0 名  1 名  2 名 

10～15 年  2 名  0 名  0 名  0 名  2 名 

総計  57 名  2 名  11 名  4 名  74 名 

このように、118 名中の 74 名、約 63%の回答者が、最初に契約した携帯電話の番号をそのまま

使い続けているという結果が出た。また、MNP 制度について知っていると答えた者は 118 名中の

21 名に留まっており、ケータイ番号の変更についての欲求はあまり高くないことがうかがえる。 

また、回答者の電話番号やメールアドレスの変更に関する意識は、以下のようになった。 

電話番号の変更 メールアドレスの変更 

抵抗なし  16 名 13.56%  22 名 18.64% 

あまり抵抗なし  30 名 25.42%  35 名 29.66% 

どちらでもない  7 名 5.93%  11 名 9.32% 

やや抵抗あり  50 名 42.37%  40 名 33.90% 

抵抗あり  15 名 12.71%  10 名 8.47% 

同様に、初対面の相手とまず交換する連絡手段／仲のよい相手ともっとも頻繁に利用する連絡

手段についての質問には、以下のような回答が得られた。 

 ケータイメール ケータイ番号 LINE ID Facebook ID mixi アカウント その他 

初対面  14 名  0 名  101 名  1 名  0 名 2 名（Twitter） 

仲よし  4 名  0 名  113 名  0 名  0 名 1 名（未回答） 



 

 

これらの結果からは、かつての女子高生ブーム期に調査されたケータイ利用の状況とはまったく

異なる、若年層のケータイ利用の姿が見えてくる。この変化には、スマートフォンの普及に伴って、

GMail に代表されるウェブメールサービスや Twitter、Facebook、LINE といったソーシャルメディア

でのコミュニケーションが一般化し、音声通話を含めた携帯事業者のサービスへの依存度が下が

っていることが大きく影響していると考えられるが、ケータイの通話やメールサービスが他者との代

表的なコミュニケーション手段ではなくなって、これらの「記号」に対する利用者の意識と扱い方が

変わり、それらの公開性が過去に比べて明確に低下していることが確認できるだろう。このように、

携帯事業者の態度やモバイル・コミュニケーション・システムの環境変化といった外的要因と、利用

者側の意識変化が相互に関係して状況を変化させたことにより、従来の携帯電話番号が持ってい

たある種の匿名性は弱められ、これは現在、個人を一定以上に期間にわたって同定・追跡可能な

記号として機能するようになってきている。 

■ 大学生のプライバシーコントロールに関する考察／研究の今後 ■ 

先ほど観たように、かつての女子高生研究では、彼女たちが、ケー番やメルアドを、他者との関

係性を自由に調整可能な便利な「外装」として扱っていたことが指摘されていた。多くの知見が指

摘しているように、そうした機能は、現在、LINE を中心にしたソーシャルメディアの使いこなしと使

い分けによって実現されていると考えられ、その一端は、回答者の 90％弱が、初見の相手／仲の

よい相手それぞれとの第一コミュニケーション手段として LINE を挙げた今回のアンケート結果にも

明白に現れている。 

ソーシャルメディアの多くには、現在、他者と不必要な接触を行わないようにするため、さまざま

な個人保護機能が搭載されている。そうした機能の一例として、LINE の「友だちへの追加を許可」

機能、Facebook の「友達リクエストできる人」の制限機能、mixi の「プロフィール検索」や「友人のメ

ールアドレスから探す」の制限機能について、それぞれの利用状況を尋ねた結果は、以下のように

なった。 

使っている 使っていない サービス未利用 

LINE  48 名  68 名  2 名 

FaceBook  30 名  55 名  33 名 

mixi  29 名  47 名  42 名 

このように、自らのプライバシーを意識して、自分の ID を無制限に検索されない設定を施して、

各種ソーシャルメディアを利用している回答者も一定数いることがアンケート結果から見えてくる。 

この点は、明るい材料だと考えることができるだろう。しかし、こうした意識を持っている彼女たちで

も、講義で接していると、電子ポイントシステムなど、表立っては見えてこない個人情報利用に関す

るリスクについては、明確な認識を持てていないことが見えてくる。 

携帯電話やスマートフォンがネット利用の中心的位置を占め始めている昨今、モバイル端末は、

個人の動向を識別するビーコンとして大いに注目されている。2011 年前後から、IMEI に代表され



 

 

る固体識別番号の利用など、個人関連情報の利活用と個人保護のバランスを巡ってさまざまな議

論が交わされ、日本でも、個人情報保護法の改正にあわせて識別非特定情報の概念が提示され

るなど、新たな体制が作られつつある。しかし、昨年ネットで耳目を集めた「プライバシー・フリーク」

なる概念を巡る論争などが明らかにしたように、現在の個人関連情報の扱いでは、個人よりは企業

側の観点に軸をおいた情報利活用の姿勢を求める流れに一定の理解が寄せられていて、ヨーロッ

パやアメリカにおける個人データの保護理念とは異なる方向で議論が展開する状況がある。改正

個人保護法の大綱は、最終的に無難な着地を見せたが、決定の最終段階で議論が迷走したこと

は、懸案事項として留意しておかねばならないだろう。 

今回実施したアンケートでは、この点に関する明示的な設問を設けなかったため、これ以降の項

目は、学生アンケートの結果や講義で相互にやり取りした彼女たちの考えや意見からの推測にな

ってしまうが、ケータイ関連のアドレスやソーシャルメディアのアカウント情報など、目に見えてわか

りやすい個人関連情報の管理作業があるが故に、システムの背後に隠れて見えにくい、波及的な

情報利用の発生リスクや目的外利用の実行可能性といった個人関連情報の運用リスクについて目

が向きにくくなっている状況が見えてくる。この問題は、サービスを運用する企業側が各種情報の

使途などを透明化してユーザー側にわかりやすく説明する作業が従前に行われれば払拭できるは

ずの問題だが、Yahoo がパブリックコメントで主張したような、ユーザーに説明するのではなく、企業

側が適宜運用をコントロールする方向で問題に対処するといった姿勢が一般化していくと、かえっ

て問題が深化・複雑化してしまう危険性が生じるように思われる。かつてのケータイ・インターネット

のような携帯事業者が「世界」を一手に管理する垂直統合型のシステムの構築が、モバイル・インタ

ーネットの空間では困難であることを考えると、企業に多くを委ねる姿勢では、端末の匿名性が失

われつつある現状で、適切な個人関連情報の管理を実現することは残念ながら困難だといわざる

を得ないだろう。 

ネット上の各種サービスを利用するスマートフォンアプリが隆盛している昨今、モバイル端末を同

定できる情報が、センシティブ情報として機能する局面は間違いなく今後も増加していくだろう。そ

れに対し、現在、諸状況の変化に伴う携帯電話番号乗換え意思の鈍化に加えて、インセンティブ

モデルの崩壊によって端末費用が相対的に高騰した結果、落下などによる破損で半壊した状態の

端末を使い続けざるを得ないという状況も出現してきている。こうした状況において、学生たちがケ

ータイやスマートフォンを通じてやり取りされる個人関連情報についてどのような理解や考えをもち、

それらをどのように扱っているのかについて、今後新たなアンケートや聞き取り調査を行うなどして

より具体的に確認していきたいと考えている。 
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